
国総研 都市研究部長国総研 都市研究部長

金子 弘

平成２６年１２月３日平成２６年１２月３日

東日本大震災の沿岸都市の被害と東 本大震災 沿岸都市 被害
南海トラフ巨大地震の被害想定

東日本大震災の被害と南海トラフ巨大地震の被害が最大東日本大震災の被害と南海トラフ巨大地震の被害が最大
になるケースとの比較

マグニチュード
※1

浸水面積 浸水域内人口 死者・行方不明
者

建物被害（全壊
棟数）

東日本大 9 0 561km2 約62万人 約18 800人※2 約130 400棟※2東日本大
震災

9.0 561km2 約62万人 約18,800人※2 約130,400棟※2

南海トラフ
巨大地震

9.0(9.1) 1,015km2※3 約163万人※3 約323,000人※4 約2,386,000棟
※5巨大地震 ※5

倍率 約1.8倍 約2.6倍 約17倍 約18倍

（出典）内閣府南海トラフ巨大地震対策検討ワ キンググル プ（第1次報告）追加資料（平成24年８月２９日）（出典）内閣府南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第1次報告）追加資料（平成24年８月２９日）

※1:(   )内は津波のMw、※2:平成24年6月26日緊急災害対策本部発表、※3:堤防・水門が地震動に対して正
常に機能する場合の想定浸水区域、※4:地震動（陸側）、津波ケース（ケース①）、時間帯（冬・深夜）、風速
（8m/s)の場合の被害、※5:地震動（陸側）、津波ケース（ケース⑤）、時間帯（冬・夕方）、風速（8m/s)の場合の
被害被害
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沿岸都市の防災構造化支援技術の研究沿岸都市の防災構造化支援技術の研究

東日本大震災の被害を踏まえ、想定される南海トラフ巨大地震への備えとし
て取り組んでいる沿岸都市の防災構造化支援のための研究について紹介

発

て取り組んでいる沿岸都市の防災構造化支援のための研究に いて紹介

発
生
し
た
問 真 株 本技術開発問
題
点

市街地に津波が押し寄
せ、多くの住民が死傷

防災拠点施設の浸水・
機能不全により自律的
災害対策・復旧に支障

宅地の液状化被害が広
範囲に発生

写真：（(株)エイト日本技術開発

都市全体としての防災拠
点機能維持（役場 避難

既造成地に対する
液状化対策

津波からの避難路、避
難ビル整備等の 市街対

策

災害対策 復旧に支障

点機能維持（役場､避難
所､医療･救援施設等）

液状化対策
難ビル整備等の、市街

地での避難対策

研

策

津波避難安全性向上の 津波に対する防災拠点機 宅地の液状化の危険
研
究

3

ための市街地整備計画手
法の開発

能確保のための計画手
法の開発

性及び対策効果の評
価方法の開発

津波避難安全性向上のための津波避難安全性向上のための
市街地整備計画手法の開発市街地整備計画手法の開発
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４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開
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津波避難安全性向上のための市街地整備
計画手法の開発計画手法の開発

津波浸水想定に基づき、地形や道路網、建物等を市街地レベルで再現し、津波
避難行動モデルをもとに避難シミュレーションを行ない、避難のボトルネックとな
るような避難阻害箇所を抽出するとともに 改善のための計画策定手法を開発

計画策定手法の
開発

津波避難シミュレータの開発 避難阻害箇所・要因
の抽出手法の開発インプット

るような避難阻害箇所を抽出するとともに、改善のための計画策定手法を開発

開発
避難阻害解消のた
めのメニューの検討

重要路線二重化

の抽出手法の開発
津波避難シミュレータの
アウトプット内容の検討

インプット
・地形 道路網 ・建物 ・避難施設 ・時刻
・居住者（滞在者） ・津波条件 ・火災条件 等

津波避難
・避難上の重要路線

沿道不燃化
沿道耐震化

避難路拡幅

避難路新設

津波避難シミュレータ

火災避難
モデル

実態に基
づく津波

避難上の重要路線
多くの避難者が集中して
利用する路線を抽出

・避難者滞留・渋滞箇所
移動速度が低下する場

既存モデル
改良

新規開発

避難所増設

津波避難
ビル増設

避難路拡幅モデル

車両交通
モデル

づく津波
避難行動
モデル

避難阻害

移動速度が低下する場
所を特定

・避難所容量不足箇所
到着した避難者があふ
れる場所を特定

個別メニューの組み

高台移転

避難所増設
津波遡上
モデル

避難阻害
箇所・要因
抽出機能

・避難困難者多発地域
避難困難者発生率が特
に高い居住地区を特定

合わせ方、優先順
位付け、効果検証
等の手法の検討

アウトプット
・避難困難人口 ・避難阻害箇所・要因 等

避難阻害箇所・要因を抽
出する計算手法の検討 5

津波避難シミュレータの開発（１）

津波避難シミュレータにおけるリスク評価と避難行動モデル

リスク評価値が一定の許容リスクを超えた時
にリスク評価値が最小となる行動を選択

避難開始、移動経路選択等の意志決定

避難上の津波リスク評価
(出発地／移動経路上／

目的地）

にリスク評価値が最小となる行動を選択

認知している目的地を列挙
津波到達時ま
でに目的地に

避難成功

目的地）

各目的地について、リスク最小経
路を計算（最短経路問題）

でに目的地に
到達

避難上の火災リスク評価
(出発地／移動経路上／

各目的地のリスク最小経路につ
いて 目的地リスクと経路リスクを

津波到達時ま
的地

避難失敗

目的地）
いて、目的地リスクと経路リスクを

考慮した総合リスクを計算
でに目的地に
到達できない

全ての目的地の中で、総合リスク
が最小となる目的地を選択

6

津波避難シミュレータの開発（２）

津波避難シミュレーション結果の例

（注） 本ページから８ページまでは、開発中の津波避難シミュレータによるシミュレーションのイメージを示しています。
7

津波避難阻害箇所の想定と防災対策の改善効果
の検証（１）

 避難者の滞留 渋滞  避難阻害解消のための 避難者の滞留、渋滞
個所の特定

 避難阻害解消のための
対策検討

避難場所避難場所
の整備

避難経路
の拡幅

避難者が集中して
渋滞が発生

の拡幅

渋滞
→避難場所が少な
く、避難者が集中
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４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開
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津波避難阻害箇所の想定と防災対策の改善効果
の検証（２）
 避難阻害解消のための対策効果の検証避難阻害解消のための対策効果の検証

渋滞により津波
に追いつかれる

避難成功

避難場所整備 避難場所整備＋避難路拡幅

津波避難シミュレータとそれを用いた避難阻害箇所の解消のた
めの市街地整備計画手法を取りまとめ その成果を国の「防災

避難場所整備 避難場所整備＋避難路拡幅

めの市街地整備計画手法を取りまとめ、その成果を国の「防災
都市づくり計画策定指針」等の技術指針に反映予定

9

津波に対する防災拠点機能津波に対する防災拠点機能
確保のための計画手法の開発確保のための計画手法の開発

10

津波に対する防災拠点機能確保のための計画
手法の開発手法の開発

背将来の巨大地震で被災の
充実を図るべき都市防災対策の内容
宅地の地すべり対策背

景
・目

恐れのある沿岸都市におけ

る防災構造化の促進

宅地の地すべり対策
市街地不燃化
防災空間確保
住民の迅速 円滑な避難

従来より実施中

新たに実施

津波被災時に 防災拠点機能を維持・発揮 手引き案を作

目
的（津波防災まちづくり）

住民の迅速・円滑な避難
被災時の都市機能の維持

新たに実施
（事項立て）

市町村津波被災時に、防災拠点機能を維持・発揮
するための防災都市づくりの手法を検討

手引き案を作
成して配布

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

市町村
都市部
局向け

Ｈ２４
被災都市における防
災拠点機能の喪失・
回復の実態調査

Ｈ２５
南海トラフ津波被
災想定２都市にお
けるケ ススタディ

Ｈ２６
追加ケーススタディと
手引き案のとりまとめ
（含参考情報整理）

研
究

回復の実態調査 けるケーススタディ （含参考情報整理）
究
の
流
れ 津波による市街地（低地）の浸水

住民の高台 近隣施設（含浸水

津波による防災拠点施設
の浸水（低層部のみ）
→周辺の水没により孤立化
（機能の立上げに支障）

防災拠点機能の立上げ
（施設が浸水せず、早期
の機能立上げ）

避難所の生活

災害拠点病院を中心
とした避難所巡回
→避難所の環境改善

浸水区域周辺大規模施設の受援拠点化
→支援部隊の駐屯、支援物資の集積
→ヘリポートや三陸道のアクセスを活用

内陸部の公共施設の避難所化
→福祉避難所として機能
→避難所の閉鎖に伴う避難者の移転先

■石巻市： １

三陸道

Ｈ
Ｈ

水・瓦礫で避難場所が孤立化
→一部では、ヘリ等による救出
→救助困難な避難場所は、そ

のまま避難所化

防災拠点機能の継続
（非浸水地域の施設）

巻市 ②災害発 目

トリアージ空間設置

入院用ベッドの増床
患者の来院

受入本格化

患者後方

搬送開始

避難所アセス

メント開始

避難所巡回

薬剤提供開始

外来機能の

段階的再開

入院、手術

の再開

ＨＯＴセンター

開始

合同チーム発足

市災害対策

本部の設置

（庁舎４階）

来庁者、避難

市民の誘導

庁舎内の避難

所利用終了

り災証明発行

開始（4/14）

石
巻
赤
十
字
病
院

災
害
対
策
本
部

石

病院⇒避難所

バス輸送開始

（診療後患者）

バス手配

等依頼

水が引くのを待っ

て

市役所被災

のため

民間バスでの搬

県外病院

医療ス

タッフの派

医療スタッ

フの派遣

２日目
(3/12 0：00）

３日目
（3/13）

５日目
（3/15）

１週間目
（3/18）

２週間

目
１か月
（4/11）

救助・救出活動

物資供給
石
巻
市
役
所

支
所

災
害
拠
点
病
院

そ
の
他
病
院

消

赤十字病院から

避難所へ輸送

バスを手配

避難所

として活用

バス等の手配

バス搬送

代替施設へ移転

・小島地区デイサービスセンター

・保健センター「ひまわり」敷地内

・ 稲井公民館敷地内

・荻浜中学校敷地内

１日目
（3/11 14：46）

自衛隊指揮

本部を庁舎内に

受入
自衛隊による

物資供給本格

病院災害対策

本部の設置
ＤＭＡＴ受

市立病院からの救助・救出

（ドクターヘリ、防災ヘリ、自衛隊ヘ

庁舎高層部

損壊

（本部設置

予定部分）

１階津波浸水

（周辺も水没し

庁舎孤立）

津波浸水

・雄勝総合支所

・北上総合支所

・稲井支所

・萩浜支所

津波により

浸水・孤立化

→機能停止

市
立
病
院

自衛隊の受入

市立病院

仮診療所

開設

津波防災都市づくりと防災拠点機能・施設の維持に
関するケーススタディ 11

れ →住民の高台・近隣施設（含浸水
区域）への避難

・被災
→機能移転 ・主な避難先

拠点施設（本部機能）

・被災なし
→機能立上げ

・一部被災
→機能立上げ

避難場所

・本部機能
の移転

凡
例

避難所の生活
環境の悪化

避難所等への救護所の
設置

拠点施設（受援機能）

・駐屯拠点 ・物資拠点・物資の支援

拠点施設（避難者支援機能）

・救護所 ・巡回診療・地域医療の
本部機能

凡
例

拠点施設（避難者支援機能）

・拠点的な
避難所

・避難者の
移動

凡
例

浸水地域の施設での機能立上げ
→他施設へのアクセス、情報共

有の困難から災害対応に支障

・本部機能間の連絡
（×印は困難な状況）

Ｈ

拠点施設（本部機能）

・本部機能 ・緊急退出路・ヘリポート

避難所

・避難者や
患者の救出

・主な
避難所

・避難所
（救出・閉鎖）

凡
例

救出不可

警防本部

設置
緊急消防援助隊と

の救助・救出活動

石
巻
消
防
本
部

ボートで浸水地

域の救助活動

総
合
運
動
公
園

グラウンドを

ヘリポート活用

ボランティア

センター設置

救護所の設置

自衛隊の駐屯

学生・周辺

住民の避難

専
修
大
学

搬送患者の

一時滞在

（振り分け待

民間バス、自衛隊

バスによる搬送

民間バス、自衛隊バスでの搬送

自衛隊、緊急

消防援助隊

ヘリによる広

集出荷拠点へ

の外部支援

（佐川

遊
楽
館

救助・救出（避難所の水没・孤立化のため）救出

一部学校での

授業の再開

（4/21～）

物

資

職員（医師、看護師）による福祉避難所支援

消防本部・緊急消防

援助隊間の連絡調整

ボランティア派遣

消
防
本
部

分
署

出
張
所

外
部
支
援
受
入
拠
点

拠
点
的
避
難
所

桃

生

避
難
所

避難所アセス

メントの開始

避難所巡回・薬

剤提供の開始

救助・救出活動

霞目基地

庁舎の避難所

としての活用
避難市民の誘導

緊急消防援助隊

自衛隊の駐屯

支援物資・食料

の集出荷拠点化

福祉避難所

の開設

津波により浸水

・南分署

・波渡出張所

・湊出張所

セ
ン
タ
ー

ス
ポ
ー
ツ

津波により浸水

救出

不可

避難所として

継続利用地域住民等

の避難

ドクターヘリ、防災ヘリ自衛隊ヘリによる避難者の救出・

被災都市における防災拠点機能喪失・回復の実態
（石巻市のケ ス 災害発生 2日目）

津波浸水が長引き、
市役所庁舎 のア

（石巻市のケース：災害発生～2日目）

水・瓦礫で避難場所が孤立化

防災拠点機能の継続
（非浸水地域の施設）

市役所庁舎へのア
クセスができず、防
災拠点機能（本部機水 瓦礫で避難場所が孤立化

→一部では、ヘリ等による救出
→救助困難な避難場所は、そ

のまま避難所化

Ｈ
三陸道

Ｈ 災拠点機能（本部機
能間）の連絡・連携
困難な状況が続い
た。

石巻赤十字病院は、

浸水地域の施設での機能立上げ
→他施設へのアクセス 情報共

ＤＭＡＴや自衛隊、
消防等との連携によ
り 負傷者の受入等→他施設へのアクセス、情報共

有の困難から災害対応に支障
り、負傷者の受入等
を行った。

孤立化した避難所Ｈ

拠点施設（本部機能） 避難所

凡 孤立化した避難所
から避難者を救助。本部機能間の連絡

（×印は困難な状況）

Ｈ

本部機能 緊急退出路 ヘリポート 避難者や
患者の救出

主な
避難所

避難所
（救出・閉鎖）

凡
例

12

４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開

< 4 - 3 >



被災都市における防災拠点機能喪失・回復の実態
（石巻市のケ ス：3日目 1ヶ月）

浸水区域周辺大規模施設の受援拠点化

（石巻市のケース：3日目～1ヶ月）

→支援部隊の駐屯、支援物資の集積
→ヘリポートや三陸道のアクセスを活用

浸水区域周辺の公
共施設が外部支援
の駐屯拠点となり

災害拠点病院を中心
とした避難所巡回
→避難所の環境改善

の駐屯拠点となり、
浸水区域での災害
対応を行った。

避難所の生活
環境の悪化

対応を行った。

外部支援の他自治
体への派遣、周辺環境 悪化

避難所等への救護所の
設置

自治体からの患者
の受入等も行われ
たた。

拠点施設（受援機能） 拠点施設（避難者支援機能）

凡

駐屯拠点 物資拠点 物資の支援 救護所 巡回診療地域医療の
本部機能

凡
例

13

対応状況フロー図の作成と図化（石巻市のケース）対応状況 図 作成 図化（ 巻市 ケ ）

市災害対策

本部の設置

（庁舎４階）
庁舎内の避難

所利用終了

り災証明発行

開始（4/14）

災
害
対

２日目
(3/12 0：00）

３日目
（3/13）

５日目
（3/15）

１週間目
（3/18）

２週間

目
１か月
（4/11）

物資供給
石
巻
市

赤十字病院から

避難所へ輸送
避難所

として活用

１日目
（3/11 14：46）

自衛隊指揮

本部を庁舎内に

受入
自衛隊による

物資供給本格

庁舎高層部

損壊

（本部設置

１階津波浸水

（周辺も水没し

庁舎孤立）

外来機能の 入院 手術合同チーム発足

（庁舎４階）

来庁者、避難

市民の誘導

所利用終了 開始（4/14）

石
巻

対
策
本
部 バス手配

等依頼

水が引くのを待っ

て

市役所被災

市
役
所

支
所

災

バスを手配
として活用

バス等の手配

代替施設へ移転

・小島地区デイサービスセンター

・保健センター「ひまわり」敷地内

・ 稲井公民館敷地内

・荻浜中学校敷地内

受入 物資供給本格

病院災害対策

予定部分）
庁舎孤立）

津波浸水

・雄勝総合支所

・北上総合支所

・稲井支所

・萩浜支所

トリアージ空間設置

入院用ベッドの増床
患者の来院

受入本格化

患者後方

搬送開始

避難所アセス

メント開始

避難所巡回

薬剤提供開始

外来機能の

段階的再開

入院、手術

の再開

ＨＯＴセンター

開始

合同チ ム発足
巻
赤
十
字
病
院

病院⇒避難所

バス輸送開始

（診療後患者）

市役所被災

のため

民間バスでの搬

医療ス

タッフの派

医療スタッ

フの派遣

災
害
拠
点
病
院

そ
の
他
病

バス搬送

病院災害対策

本部の設置
ＤＭＡＴ受

市立病院からの救助・救出

（ドクターヘリ、防災ヘリ、自衛隊ヘ津波により

浸水・孤立化

市
立

自衛隊の受入

市立病院

仮診療所

警防本部

設置

緊急消防援助隊と

の救助・救出活動

石
巻
消
防
本
部

ボートで浸水地

域の救助活動

民間 スでの搬

県外病院

自衛隊、緊急

消防援助隊

ヘリによる広消防本部・緊急消防

援助隊間の連絡調整

救助・救出活動

病
院

消
防
本
部

分出
張

庁舎の避難所

としての活用
避難市民の誘導

津波により浸水

・南分署

浸水・孤立化

→機能停止
病
院

仮診療所

開設

総
合
運
動
公
園

グラウ ドを

搬送患者の

一時滞在

（振り分け待

集出荷拠点へ

の外部支援

（佐川

物

資

援助隊間の連絡調整分
署張

所

外
部
支
援
受
入

救助・救出活動

霞目基地

緊急消防援助隊

自衛隊の駐屯

支援物資・食料

の集出荷拠点化

・波渡出張所

・湊出張所

グラウンドを

ヘリポート活用

ボランティア

センター設置

救護所の設置

自衛隊の駐屯

学生・周辺

住民の避難

専
修
大
学

民間バス、自衛隊

バスによる搬送

民間バス、自衛隊バスでの搬送遊
楽
館

職員（医師、看護師）による福祉避難所支援

入
拠
点

拠
点
的
避桃

福祉避難所

の開設セ
ン

ス
ポ

救出不可

救助・救出（避難所の水没・孤立化のため）救出

一部学校での

授業の再開

（4/21～）

ボランティア派遣

避
難
所

桃

生

避
難
所

避難所アセス

メントの開始

避難所巡回・薬

剤提供の開始

ン
タ
ー

ポ
ー
ツ

津波により浸水

救出

不可

避難所として

継続利用地域住民等

の避難

ドクターヘリ、防災ヘリ自衛隊ヘリによる避難者の救出・

14

被災想定と対応シナリオの検討（被害対応の１つのパターン）

防災拠点施設整備等の「対策前・後」と被害規模の「大・小」の４ケースを想
定し 各機関の活動の流れについて ケーススタディ都市において作成

被災想定と対応シナリオの検討（被害対応の１つのパタ ン）

定し、各機関の活動の流れについて、ケ ススタディ都市において作成

被害規模小であ
れば短期的対
策で対応可能

既往の地域防災
計画等の対応手
順では対応不可

各機能の活
動の時期毎
の相互関係

施設整備対応：前
外力 ベ 低

施設整備対応：前
外力 ベ 高

前

事

策で対応可能 順では対応不可 の相互関係
を記載

外力レベル：低 外力レベル：高

施設整備対応：後
外力レベル：低

施設整備対応：後
外力レベル：高

事
前
対
策 外力レベル：低 外力レベル：高

低 外力による被害レベル 高

策

後

中長期的対策で
被害規模大の災
害対応を目指す

ケーススタディ都市における
４ケースのシナリオ設定

シナリオフローたたき台案の作成
（各都市について４ケース）

害対応を目指す

15

対応シナリオの内容イメージ（被害対応の１つのパターン）

被災想定を基 各機関 活動 流れ（ ト対策）を対応シナ オとし被災想定を基に、各機関の活動の流れ（ソフト対策）を対応シナリオとし
て整理し、空間展開図を作成する際の前提条件とする。

地域防災拠点施設対応シナリオ案 ケ タデ （ 市内 施設整備× 南海トラフ地震）地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（Ｔ市内：施設整備
後

× 南海トラフ地震）

災

害

対

策

本

市役所新庁舎 （Ｈ２８ .４竣工）
域

内

域 自治体本
部

消

防

本
部

Ｔ市消防本部新庁舎、北分署

域
外

域
内

域
外

緊急消防援

助隊集結地

自治体

リエゾン

県・諸機関広
域応援

他分署・出張所

災

害

拠

点

病
院

傷 病者 の転
搬送

域
内

域
外

へ移動（陸
路）

非被災地 高次災害拠点病院へ

○○○○医療 センター

、 △ △病院

傷病者の
転搬送

傷病者の
転搬送院

拠

点

的

避

難
■■避

●●●●小 ・○○中

搬送

要援護者の
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送○○高校・●● 高校・▲▲東部小

拠点避難所
域
内

非被災地・高次災害拠点病院へ転搬送

ＤＭＡＴ・域外傷病者受入

転搬送

○○河国事務所

難
所

外

部

支

援

■■避
難場所

域
内

□□小・●●第三小

◇◇防災倉庫・ヘリポート

TEC ‐FORCE
○○総合運動公園、

○○ スポ ツセンタ ○○総合公園非被災地 陸路受

入

拠
点

域
外 ○○空港・ＳＣＵ

県・緊援隊・広域緊急
援助隊・自衛隊

○○エリア被災地（空路）

○○ スポーツセンター、○○総合公園

非被災地（空路）

非被災地（陸路）

（注） Ｔ市の被災想定をもとにケーススタディとして作成した対応シナリオのイメージを示しています。
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４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開

< 4 - 4 >



災害対応に裏打ちされた空間展開図の整理とボトル
ネックとなる事象の整理検討ネックとなる事象の整理検討
災害対応に裏打ちされた各防災拠点の立地、機能（アクセス、ライフライン
の確保を含む）、キャパシティに関する条件について一枚の地図上に整理

T市：③応急期～復旧期（１ヶ月）高規格道路によ

の確保を含む）、キャ シティ 関する条件 て 枚の地図 整理
して検証する空間展開図を整理し、ボトルネックとなる事象を整理する。

T市：③応急期 復旧期（１ヶ月）
広域防災拠点（工事中）

高規格道路によ
るアクセス

①発災直後～初
動期（２４Ｈ）動期（２４Ｈ）

②初動～応急期
（ ）（７２H）

SCU（広域搬送拠点）

17

④復興期（１ヶ月
～）

（注） Ｔ市の対応シナリオをもとにケーススタディとして作成した空間展開図のイメージを示しています。

災害対応シナリオ・空間展開図を元に検証災害対応シナリオ 空間展開図を元に検証

各拠点における災害対応シナリオ、空間展開図を元に、各関係機関
の参加による意見交換会により ボトルネックや課題 現状での代替の参加による意見交換会により、ボトルネックや課題、現状での代替
案や今後の事前対策の取組等について、検証。

「これまで多機関にまたがる、実質的な情
各機関所管の防災拠点施設の被害様相、
施設の位置づけや運用上の連携課題

18

これまで多機関にまたがる、実質的な情
報交換の場はなく、有意義」とのコメント

施設の位置づけや運用上の連携課題、
今後の対応策の実施に関して情報共有

都市防災拠点機能確保のための検討の手引き
（案）の構成（案）の構成

施設管理者・関係機関への個別ヒア

基礎情報の収集
１：基礎情報の収集・分析・整理

・既往被害想定と防災拠点施設情報の収集 施設管理者 関係機関への個別ヒア
リング・現地踏査・資料収集等による、
施設機能に関連する情報収集

災害リスク情報、防災拠点施設
分布、施設間のネットワーク等
の基礎情報マップの作成

既往被害想定と防災拠点施設情報の収集
・拠点施設の災害対応業務を時系列に整理

２：対応シナリオの検討・作成

拠点施設の被災見込み機能維持の代替手

複数の対応シナリオ案作成

複数ケ スのシナリオ案作成と対応策

地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（田辺市内：現況×３連動）

災
害
対
策
本
部

消
防
本
部

災
害
拠
点
病
院

拠
点
的
避
難
所

外
部

市役所本庁舎（３Ｆ・第一会議室）

職業訓練センター（３階・大教室）

又は

田辺市消防本部庁舎 、 北分署

橋谷避
難場所

代替本部
へ移動

域
内

域
外

域
内

域
外

域

新庄第二小・新庄中

緊急消防援
助隊

（消防本部復
旧支援）

傷病者の転
搬送

要援護者の
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送

非被災地・高次災害拠点病院へ

域
内

域
外

緊急消防援助
隊集結地へ
移動（陸路）

田辺高校・南紀高校・田辺東部小

芳養小・田辺第三小・明洋中

ビッグユー

市役所仮庁舎へ機能移転
※Ｈ２８.４竣工予定地

域
内

紀南河国事務所

自治体
リエゾン

県・諸機関広
域応援

紀南文化会館（４ 階・研修室）

消防本部仮庁舎へ機能移転
※Ｈ２７竣工予定地

南和歌山医療センター
、紀南病院

傷病者の
転搬送

ＤＭＡＴ・域外傷病者受入

傷病者の
転搬送

他分署・出張所

地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（田辺市内：施設整備後×３連動）

災
害
対
策
本
部

消
防
本
部

災
害
拠
点
病
院

拠
点
的
避

市役所新庁舎（Ｈ２８.４竣工）

田辺市消防本部新庁舎 、 北分署

域
内

域
外

域
内

域
外

新庄第二小・新庄中

傷病者の転
搬送

要援護者の
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送

域
内

域
外

緊急消防援
助隊集結地
へ移動（陸

路）

田辺高校・南紀高校・田辺東部小
ビッグユー

域
内

非被災地・高次災害拠点病院へ

自治体
リエゾン

県・諸機関広
域応援

南和歌山医療センター
、紀南病院

傷病者の
転搬送

ＤＭＡＴ・域外傷病者受入

傷病者の
転搬送

他分署・出張所

地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（田辺市内：現況×南海トラフ地震）

災
害
対
策
本
部

消
防
本
部

災
害
拠
点
病
院

拠
点

市役所本庁舎（３Ｆ・第一会議室） 西牟婁振興局総合庁舎

田辺市消防本部庁舎、北分署

南和歌山医療センター
、紀南病院

一時退避

傷病者の
転搬送

域
内

域
外

域
内

域
外

新庄第二小・新庄中

緊急消防援
助隊

（消防本部復
旧支援）

傷病者の転
搬送

要援護者の
二次避難

非被災地・高次災害拠点病院へ

域
内

域
外

消防車両移動、
（緊急消防援助
隊集結地へ移

動（陸路））

ＤＭＡＴ・域外傷病者受入

市役所仮庁舎へ機能移転
※Ｈ２８.４竣工予定地

自治体
リエゾン

県・諸機関広
域応援

消防本部仮庁舎へ機能移転
※Ｈ２７竣工予定地

代替本部
へ移動

傷病者の
転搬送

他分署・出張所

地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（田辺市内：施設整備後×南海トラフ地震）

災
害
対
策
本
部

消
防
本
部

災
害
拠
点

市役所新庁舎（Ｈ２８.４竣工）

田辺市消防本部新庁舎、北分署

域
内

域
外

域
内

域
外

域
内

緊急消防援
助隊集結地
へ移動（陸

路）

自治体
リエゾン

県・諸機関広
域応援

南和歌山医療センター
、紀南病院

他分署・出張所

の基礎情報マップの作成・拠点施設の被災見込み機能維持の代替手
段等を把握し、対応フロー（シナリオ）を作成

・多段階の被害レベルや検討中の施設整備
前後などの場合に応じて複数検討・作成。 複数ケースのシナリオ案作成と対応策

の検討を行う基本シナリオの絞込み
（多くの対応策が検討できるものを選定）

部
支
援
受
入
拠
点

域
内

域
外 旧白浜空港・ＳＣＵ

橋谷防災倉庫・ヘリポート

TEC‐FORCE

県・緊援隊・広域緊急
援助隊・自衛隊

紀南エリア被災地（空路）

三四六総合運動公園、
南紀スポーツセンター、新庄総合公園

非被災地（空路）

非被災地（陸路）
紀南河国事務所

難
所

外
部
支
援
受
入
拠
点

橋谷避
難場所

域
内

域
外 旧白浜空港・ＳＣＵ

芳養小・田辺第三小・明洋中

橋谷防災倉庫・ヘリポート

TEC‐FORCE

県・緊援隊・広域緊急
援助隊・自衛隊

紀南エリア被災地（空路）

三四六総合運動公園、
南紀スポーツセンター、新庄総合公園

非被災地（空路）

非被災地（陸路）

点
的
避
難
所

外
部
支
援
受
入
拠
点

橋谷避
難場所

域
内

域
外 旧白浜空港・ＳＣＵ

新庄第 小 新庄中
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送田辺高校・南紀高校・田辺東部小

芳養小・田辺第三小

橋谷防災倉庫・ヘリポート

ビッグユー

TEC‐FORCE

県・緊援隊・広域緊急
援助隊・自衛隊

傷 受

紀南エリア被災地（空路）

三四六総合運動公園、
南紀スポーツセンター、新庄総合公園

域
内

非被災地（空路）

非被災地（陸路）

紀南河国事務所

紀南河国事務所

点
病
院

拠
点
的
避
難
所

外
部
支
援
受
入
拠
点

橋谷避
難場所

域
内

域
外 旧白浜空港・ＳＣＵ

新庄第二小・新庄中

傷病者の転
搬送

要援護者の
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送

域
外

田辺高校・南紀高校・田辺東部小

芳養小・田辺第三小

橋谷防災倉庫・ヘリポート

ビッグユー

TEC‐FORCE

県・緊援隊・広域緊急
援助隊・自衛隊

紀南エリア被災地（空路）

三四六総合運動公園、
南紀スポーツセンター、新庄総合公園

域
内

非被災地（空路）

非被災地（陸路）

非被災地・高次災害拠点病院へ
傷病者の
転搬送

ＤＭＡＴ・域外傷病者受入

傷病者の
転搬送

災
害

域
内

地域防災拠点施設対応シナリオ案・ケーススタディ（田辺市内：南海トラフ地震） ※ヒアリング反映版

市役所本庁舎（３Ｆ・第一会議室）

一時退避

市役所新庁舎へ機能移転

自治体

ゴミ処理場（～Ｈ２７）

 

国道42号
（田辺バイパス）

国道42号

芳養小学校

ごみ処理場

・支援物資の集積
・一般ボランティアの受入
・応急仮設住宅建設地の調整・検討

・拠点的避難所への集約

■田辺市における防災拠点機能の確保イメージ【③応急期（72Ｈ）～復旧期（数週間・１ヶ月）】

【検討課題の例示】

１．市の通常業務（行政サービス）の
順次再開に伴う、仮庁舎機能の受
入先について

５００m １０００m

・支援物資の仕分け（避難所別）

・自衛隊、事業者による避難所や孤立集落の
情報集約（物資ニーズ、移動手段 等）

・専門ボランティアの受入
・域外への人員・物資支援

■田辺市における防災拠点機能の確保イメージ【②初動期～応急期（72Ｈ）】

【検討課題の例示】■田辺市における防災拠点機能の確保イメージ【①発災直後～初動期（24Ｈ）】

前後などの場合に応じて複数検討 作成。

３：基本シナリオに沿った空間展開図の作成

・発災後の対応シナリオに沿った時期別の活
動展開をマップに示した空間展開図を作成 害

対
策
本
部

消
防
本
部

災
害
拠
点
病
院

拠
点
的
避
難
所

内

域
内

域
内

域
内

域
外

域
外

域
外

田辺市消防本部庁舎、北分署

南和歌山医療センター

時退避

傷病者の
転搬送

南紀白浜空港・ＳＣＵ

新庄第二小・新庄中

緊急消防援助隊
（消防本部復旧支援）

要援護者の
二次避難

ＳＣＵへ後
方搬送

和歌山県立医大等、高次医療機関

消防車両移動、
（緊急消防援助
隊集結地へ移動

（陸路））

田辺高校・南紀高校

田辺第三小

橋谷防災倉庫・ヘリポート

ビッグユー

TEC‐FORCE

自治体
リエゾン

県・諸機関
広域応援

消防本部新庁舎へ機能移転
※Ｈ２７竣工予定地

代替本部へ移動

（公会堂上層階使
用不可の場合）

他分署・出張所

紀南文化会館（上層階）

紀南病院

頭部・循環器

胸部・透析

三四六総合運動公園（アリーナ棟）

上富田町

はまゆう病院

各部本部
職員派遣

物資搬送

物資搬送

地域医療支援

地域医療支援
田辺東部小、芳養小

ＤＭＡＴ・
域外傷病者受入

橋谷避難場所
（高台避難場所）

物資搬送

会議室の
一部を利用

紀南文化会館

市民総合センター

田辺中央病院

玉置病院

消防本部新庁舎

上富田スポーツセンター
（広域防災拠点）

田辺警察署

田辺市消防署北分署

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

白浜町役場

田辺市役所
田辺市消防本部

国道424号

国道311号

・傷病者の後方搬送（陸路・空路）

紀南河川国道事務所

・重傷者のＳＣＵ搬送（消防）

海上保安庁

・在宅医療患者、特定疾患患者の受入
・医師会・救護班等の地域医療体制構築
・避難所・地域の巡回医療の実施

・在宅医療患者、特定疾患患者の受入
・医師会・救護班等の地域医療体制構築
・避難所・地域の巡回医療の実施

・海側からの啓開作業、緊急復旧
工事の実施（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）
・支援物資の搬送

・航路啓開の実施
・資機材、重機、燃料の搬送

・通常優先業務再開（市民サービス機能）
・復興本部への一部体制シフト
（企画部局・各部局計画担当）
・応急仮設住宅建設地の調整
・復旧工事に伴う瓦礫受入拠点の確保

・陸路、空路（ヘリ）による
外部支援の受入

・通常物流機能の再開

・避難所等からの救急搬送対応
・通常業務の再開（緊援隊による支援）

・拠点的避難所への集約
・学校再開準備

・拠点的避難所への集約
・学校再開準備

三四六総合運動公園

・避難所・地域の
巡回医療の実施

・行方不明者の捜索（自衛隊、緊援隊、広緊隊）
・支援物資の搬送（自衛隊、事業者）
・緊急復旧工事の実施（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）

橋谷避難場所
（防災倉庫、ヘリポート）

社会保険紀南病院
（災害拠点病院）

国立病院機構 南和歌山医療センター
（災害拠点病院）

白浜
はまゆう病院
（災害支援病院）

西牟婁振興局総合庁舎

田辺東部小学校

田辺第三小

新庄中

新庄第二小

・支援物資の仕分け（避難所別）
・一般ボランティアの受入
・応急仮設住宅建設地の調整

２．避難所集約や学校授業の暫定的
再開に伴う拠点的避難所への集約
の進行

３．地域医療（避難所や地域への巡回
医療）体制と災害拠点病院におけ
る慢性疾患者対応の想定について

４．市街地の本格復旧に向けた瓦礫
の受け皿等、排水後の沿岸部オー
プンスペースの利用ニーズの発生
と復旧拠点としての公有地の確保・
復旧・復興プロセスにおける利用手
順

５．外部支援機関の広域防災拠点利
用区分の見直しについて（三四六
総合運動公園等）

災害対策本部、関係機関の
機能移転、人員移転

医療機関・消防機関の
人員の流れ

外部支援の流れ
（物資、人員）

道路・航路啓開

地域住民の避難 津波避難施設

一時避難

津波避難施設
（発電設備有り）

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

白浜町消防本部

白浜警察署

白浜町役場

・傷

南紀白浜空港
（広域搬送拠点）

旧白浜空港跡地
（広域防災拠点）

和歌山県防災航空センター
すさみ方面への支援

・重傷者のＳＣＵ搬送（消防）

・外部支援機関の受入
・支援物資の受入（医療品、食糧、水等）
・他県ＳＣＵへの広域医療搬送

・在宅医
・医師会
・避難所

・外部支援機関の野営・活動拠点
（自衛隊・緊援隊・広緊隊等）

（災害拠点病院）

白浜
はまゆう病院
（災害支援病院）

新庄第二小・支援物資の仕分け（避難所別）
・一般ボランティアの受入
・応急仮設住宅建設地の調整

５００m １０００m

紀南文化会館

市民総合
センター

田辺中央病院

玉置病院

消防本部新庁舎

上富田スポーツセンター
（広域防災拠点）

田辺市消防署北分署

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

田辺市役所
田辺市消防本部

国道42号
（田辺バイパス）

国道42号

国道424号

国道311号

傷病者の搬送（消防）

・外部支援の受入（陸路、空路）
・支援物資の仕分け（避難所別）

・自衛隊、事業者による避難所や
孤立集落の情報集約
（物資ニーズ、移動手段 等）

・専門ボランティアの受入
・域外への人員・物資支援

・医療救護活動
・重傷者等の広域搬送
・救護所用支援物資の受入（医薬品等）

紀南河川国道事務所

・医療救護活動の継続
・重傷者等の広域搬送
・救護所用支援物資の受入（医薬品等）

ごみ処理場

・優先啓開
（バイパス乗入口）

傷病者の後方搬送（陸路 空路）

域外 員 物資支援

三四六総合運動公園

・各部本部被害状況把握（16分団）
・自治体リエゾンの受入（国・県）
・各機関のリエゾン受入（自衛隊、緊援隊等）

・道路啓開資機材
及び置き場の確保

・傷病者の搬送（消防）
・ＤＭＡＴの派遣（陸路、空路）

海上保安庁

・航路啓開の実施

社会保険紀南病院
（災害拠点病院）

国立病院機構 南和歌山医療センター
（災害拠点病院）

西牟婁振興局総合庁舎

田辺東部小学校

拠点的避難施設への
二次避難

拠点的避難施設への
二次避難

・リエゾン（災害時緊急
機動支援隊）の派遣

・支援物資の仕分け（避難
所別）
・専門ボランティアの受入

・救出・救護・消火活動（自衛隊、緊援隊）
・各避難所への支援物資の搬送（自衛隊、事業者等）
・消防分署・分団支援（緊援隊）
・緊急復旧工事 （ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ、自衛隊）

芳養小学校

・国関係機関等（自衛
隊、TEC‐FORCE）の受入

・空路（ヘリ）による傷病者の搬送

橋谷避難場所
（防災倉庫、ヘリポート）

田辺警察署

田辺第三小

新庄中

新庄第二小

・救護・搬送活動
・消火活動（二次火災）
・分署・分団支援

１．代替本部の本格的な機能確保に
必要な機器等の移設対応について
（ゴミ処理場または新設消防本部
会議室）

２．地域住民等の津波避難者施設か
ら避難所または拠点的避難所への
二次避難に必要な地先道路の啓
開対応について

３．緊急医療救護所～災害拠点病院
間、災害拠点病院間、災害拠点病
院～ＳＣＵ間の移動手段の確保と
緊急医療救護所（拠点的避難所
等）への医師派遣体制について

４．紀南全域の道路啓開と市内の防
災拠点間の排水・啓開対応のリ
ソースの調整について（市内の優
先復旧路線の位置づけについて）

５．南紀白浜空港、三四六総合運動
公園、上富田町における外部受入
拠点としての役割分担（施設の利
用機関・利用目的の調整）について

５００m １０００m

災害対策本部、関係機関の
機能移転、人員移転

医療機関・消防機関の
人員の流れ

道路・航路啓開

津波避難施設

一時避難

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

白浜町消防本部

白浜町役場

・ＤＭ
・傷病

・外部支援機関の野営・活動拠点

・医療救
・重傷者
・救護所

・傷病者の後方搬送（陸路、空路）

・ＳＣＵ搬送患者の再トリアージ、 追加医療措置
・他県ＳＣＵへの広域医療搬送
・外部支援の受入（継続）

白浜
はまゆう病院
（災害支援病院）

・支援物資の仕分け（避難
所別）
・専門ボランティアの受入

新庄第二小
５００m １０００m

紀南文化会館

市民総合センター

田辺中央病院

玉置病院 社会保険紀南病院
（災害拠点病院）

上富田スポーツセンター
（広域防災拠点）

田辺警察署

田辺市消防署北分署

田辺東部小学校

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

三四六総合運動公園

田辺市役所
田辺市消防本部

国道42号
（田辺バイパス）

国道42号

国道424号

・津波避難タワー等へ
の一時避難

通院患者の二次避難

芳養小学校

傷病者の搬送（消防）

・外部支援の受入（陸路、空路）
（自衛隊、緊援隊、広緊隊、ＴＥＣ
－ＦＯＲＣＥ 等）

・通院、入院患者の避難場所確保
・医療救護所の設置
・医療救護活動、トリアージの実施
・ＤＭＡＴの受入（先遣隊：医療班）
・重傷者のＳＣＵ搬送（消防と連携）

・重傷者のＳＣＵ搬送（消防・自衛隊）
・ＤＭＡＴの派遣（陸路、空路）

・通院、入院患者の避難場所確保
・医療救護所の設置
・医療救護活動、トリアージの実施
・ＤＭＡＴの受入（先遣隊：医療班）

・重傷者のＳＣＵ搬送（消防と連携）

外部支援機関の野営地 等

・外部支援の受入（陸路、空路）
（自衛隊、緊援隊、広緊隊、ＴＥＣ
－ＦＯＲＣＥ 等）ごみ処理場

橋谷避難場所
（防災倉庫、ヘリポート）

・文化会館上層階への一時避難

【災対本部】
・庁舎施設被害状況把握 ・災害対策本部設置
【消防本部】
・代替本部への機能移転 ・緊援隊の受入体制構築
・本部、分署、分団の被害状況把握 ・消火活動
・救護・搬送活動

国立病院機構 南和歌山医療センター
（災害拠点病院）

西牟婁振興局総合庁舎

紀南河川国道事務所

田辺第三小

新庄中

新庄第二小

消防本部新庁舎

・市役所代替拠点施設（～H27）

・市役所代替拠点施設（H27～）

災害対策本部 関係機関の 道路 航路啓開

【検討課題の例示】

１．市職員の隣接庁舎上層階避難と
暫定代替本部設置（勤務時間中：
文化会館）に必要な執務環境の確
保について

２．地域住民等の小中学校（高台）へ
の津波避難者受入と、拠点的避難
所における緊急医療救護所開設に
係る職員配備手順について（市各
部本部職員参集先の設定）

３．災害拠点病院間の被害状況やＳＣ
Ｕまでの搬送経路についての情報
共有について

４．国交省事務所、県振興局の自治
体リエゾンの派遣先と支援ニーズ
の把握について（市災害対策本部
の電通環境の支援、道路の緊急排
水や啓開ニーズの高い箇所等の把
握）

５．南紀白浜空港、三四六総合運動
公園等、広域防災拠点施設におけ
る受入準体制について（災害時の
利用空間・管理区分の設定）

５００m １０００m

新庄総合公園

ＢＩＧ・Ｕ

・Ｄ
・重

・通院、
・医療救

・医療救
・ＤＭＡ
・重傷者

・外部支援機関の野営地 等

・ＳＣＵへの職員派遣
・重傷者のＳＣＵ搬送（消防・自衛隊）

白浜

新庄第二小５００m １０００m

５００m １０００m動展開をマップに示した空間展開図を作成。

４：防災機能の精査・計画への反映

・対応活動を拠点施設×対応時期別に整理
効性 高 事前 策 検

外
部
支
援
受
入
拠
点

域
内

域
外 県・緊援隊・広域緊急

援助隊・自衛隊

南紀白浜空港・ＳＣＵ（空路）

三四六総合運動公園、南紀スポーツセンター（排水後）

新庄総合公園

旧南紀白浜空港跡地（空路）

紀南河国事務所

上富田スポーツセンター（陸路）

基本シナリオと空間展開図

事前対策への反映

白浜町役場

・ＤＭＡＴの派遣（陸路、空路）
・傷病者の後方搬送（陸路、空路）

・傷病者の後方搬送（陸路、空路）

白浜
はまゆう病院
（災害支援病院） 外部支援の流れ

（物資、人員）

地域住民の避難 津波避難施設

津波避難施設
（発電設備有り）

白浜警察署

南紀白浜空港

（広域搬送拠点）

旧白浜空港跡地
（広域防災拠点）

外部支援機関の野営 活動拠点
（自衛隊・緊援隊・広緊隊等）

和歌山県防災航空センター
すさみ方面への支援

・外部支援の受入（継続）
・支援物資の受入（医療品、食糧、水等）

白浜町役場

国道311号

・ＤＭＡＴの派遣（陸路、空路）
・重傷者のＳＣＵ搬送（消防・自衛隊）

・外部支援機関の野営地 等

・ＳＣＵへの職員派遣

・重傷者のＳＣＵ搬送（消防・自衛隊）
白浜
はまゆう病院
（災害支援病院）

災害対策本部、関係機関の
機能移転、人員移転

医療機関・消防機関の
人員の流れ

外部支援の流れ
（物資、人員）

道路・航路啓開

地域住民の避難 津波避難施設

一時避難

津波避難施設
（発電設備有り）

白浜町消防本部

白浜警察署

白浜町役場

南紀白浜空港

（広域搬送拠点）

旧南紀白浜空港跡地
（広域防災拠点）

・外部支援機関の到着・受入
（自衛隊・緊援隊・広緊隊等）

・ＳＣＵの開設（県職員による開錠）

・ＤＭＡＴ（先遣隊・医療班）の到着
（横浜市立大学病院（訓練時））
・域外への広域搬送の実施

和歌山県防災航空センター
すさみ方面への支援

域外搬送候補地
・長崎県ＳＣＵ（訓練時）
・大阪伊丹空港ＳＣＵ 等
・高次医療機関
（和歌山医科大学等）

・リエゾン派遣

はまゆう病院
（災害支援病院）

附 参考となる技術情報

し、その実効性を高める事前対策を検討
・既存施設の代替利用や耐震・耐水化（短期的対
応）や、施設移転（中長期的対応）等を検討

19

・チェックポイント等
・拠点機能別のガイドラインの所在等

附：参考となる技術情報
国の「防災都市づくり計画策定指
針」等の技術指針に反映予定

宅地の液状化の危険性及び宅地の液状化の危険性及び
対策効果の評価方法の開発対策効果の評価方法の開発

20

４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開

< 4 - 5 >



宅地の液状化の危険性及び対策効果の
評価手法の開発評価手法の開発

東日本大震災における

住家の液状化被害 ２６ ９１４棟

東京湾岸北部の液状化発生地区

住家の液状化被害 ２６,９１４棟
（ H23.9国土交通省都市局調）

⇒ 未曾有の規模

復興に当たって、再び大被害を招かな
い住宅地にするための「地盤の再液状
化対策」が求められた

（出典）国土交通省関東地方整備局：東北地方太平洋沖地震
による関東地方の地盤液状化現象の実態調査結果について

潮来市 浦安市

化対策」が求められた。 による関東地方の地盤液状化現象の実態調査結果について

21

液状化発生のメカニズム液状化発生のメカ ズム

地下水位が高い緩い砂地盤が、地震の揺れによって大きな
繰返しせん断力を受けると 過剰間隙水圧が上昇して有効繰返しせん断力を受けると、過剰間隙水圧が上昇して有効
応力が低下し液状化が発生する。

平常時 地震 地震後

噴砂

・地下水位が
高い

・せん断変形
・間隙水圧上昇

・水圧消散
・地盤沈下

・緩い砂地盤
間隙 昇

・有効応力低下
（液状化）

・地盤沈下
・建物傾斜

22

宅地の液状化の危険性に係る予測手法の確立
本省都市局の「宅地の液状化被害可能性判定指針」の発出を受け
て、宅地の液状化の危険性予測シートを開発、公表(H25年7月25日）

プレゼンテーションシート

液状化指標値非液状化層 地表変位量建築設定項目 道示設定項目

ｍ 1

2

3

液状化 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化

1.5

15.6 C 16.25

グラフ内
凡例

C

- - 26.21 C

19.3 C 23.32 C

PL値

液状化指標値

数値 判定

2.0

-

H1
Dcy

非液状化層 地表変位量

数値(cm) 判定

1.0

地震動レベル

200.0 7.5 - -

- -

建築

(gal)

マグニチュード

(M)

水平震度

(khgL)

200.0 9.0 -

建築

道示

最大加速度計算条件

0.2

建築設定項目 道示設定項目

ﾚﾍﾞﾙ1

建築 200gal ,M9建築 200gal ,M7.5 道示 0.2khgl ,ﾚﾍﾞﾙ1

調査地点ID

項目名

地下水位

○○地区

メモ等

1.0

FL値分布 FL値分布 FL値分布

建築 200gal ,M7.5 建築 200gal ,M9道示 0.2khgl ,ﾚﾍﾞﾙ1
25

液状化 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化

安全率 判定 安全率 判定 安全率 判定

(m) FL値 （赤） FL値 （赤） FL値 （赤）

0.5 砂質土 6
1.0 砂質土 6
1.5 砂質土 5 1.24 0.91 × 1.01
2.0 砂質土 5 1.04 0.79 × 0.84 ×
2.5 砂質土 5 0.94 × 0.74 × 0.77 ×
3.0 砂質土 5 0.86 × 0.69 × 0.70 ×
3.5 砂質土 5 0.77 × 0.62 × 0.63 ×
4 0 砂質土 5 0 74 × 0 59 × 0 60 ×

土質深度 N値

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

C

B3

B2

B1

A

建築 200gal ,M7.5 建築 200gal ,M9道示 0.2khgl ,ﾚ ﾙ1

5

10

15

20

Dc
y(
cm

)

0 1.0 2.0 0 1.0 2.0 0 1.0 2.0

4.0 砂質土 5 0.74 × 0.59 × 0.60 ×
4.5 砂質土 3 0.58 × 0.43 × 0.47 ×
5.0 砂質土 3 0.57 × 0.41 × 0.46 ×
5.5 砂質土 3 0.62 × 0.46 × 0.51 ×
6.0 砂質土 3 0.62 × 0.45 × 0.50 ×
6.5 砂質土 3 0.61 × 0.44 × 0.50 ×
7.0 砂質土 3 0.61 × 0.44 × 0.49 ×
7.5 砂質土 2 0.60 × 0.42 × 0.49 ×
8.0 砂質土 2 0.60 × 0.41 × 0.48 ×
8.5 砂質土 2 0.57 × 0.38 × 0.46 ×
9 0 砂質土 2 0 57 × 0 37 × 0 46 ×

4.5 

5.0 

5.5 

6.0 

6.5 

7.0 

7.5 

8.0 

8.5 

9.0 

4.5 

5.0 

5.5 

6.0 

6.5 

7.0 

7.5 

8.0 

8.5 

9.0 

4.5 

5.0 

5.5 

6.0 

6.5 

7.0 

7.5 

8.0 

8.5 

9.0 

0
0 1 2 3 4 5 6 7

H1(m)

15

20

9.0 砂質土 2 0.57 × 0.37 × 0.46 ×
9.5 粘性土 2

10.0 粘性土 2
10.5 粘性土 9
11.0 粘性土 9
11.5 粘性土 7
12.0 粘性土 7
12.5 粘性土 6
13.0 粘性土 6
13.5 粘性土 4
14 0 粘性土 4

9.5 

10.0 

10.5 

11.0 

11.5 

12.0 

12.5 

13.0 

13.5 

14.0 

深
度
(m

)

9.5 

10.0 

10.5 

11.0 

11.5 

12.0 

12.5 

13.0 

13.5 

14.0 

深
度
(m

)

9.5 

10.0 

10.5 

11.0 

11.5 

12.0 

12.5 

13.0 

13.5 

14.0 

深
度
(m

)

C

B3

B2

B1

A

0

5

10

0 1 2 3 4 5 6 7

PL
値

H1(m)
14.0 粘性土 4
14.5 砂質土 10 1.21 0.98 × 0.98 ×
15.0 砂質土 10 1.20 0.98 × 0.98 ×
15.5 砂質土 11 1.24 0.99 × 1.01
16.0 砂質土 11 1.24 0.99 × 1.01
16.5 砂質土 21 2以上 1.24 2以上
17.0 砂質土 21 2以上 1.25 2以上
17.5 砂質土 23 2以上 1.34 2以上
18.0 砂質土 23 2以上 1.34 2以上
18.5 砂質土 40 2以上 1.83 2以上
19.0 砂質土 40 2以上 1.82 2以上

14.5 

15.0 

15.5 

16.0 

16.5 

17.0 

17.5 

18.0 

18.5 

19.0 

14.5 

15.0 

15.5 

16.0 

16.5 

17.0 

17.5 

18.0 

18.5 

19.0 

14.5 

15.0 

15.5 

16.0 

16.5 

17.0 

17.5 

18.0 

18.5 

19.0 

判定結果

C

B3

B2

B1

A

液状化被害の可能性

顕著な被害の可能性が高い

顕著な被害の可能性が比較的低い

顕著な被害の可能性が低い

砂質 以 以
19.5 砂質土 41 2以上 1.85 2以上
20.0 砂質土 41 2以上 1.85 2以上

19.5 

20.0 

19.5 

20.0 

19.5 

20.0 

地下水位(m)

H1(m)

23「市街地液状化対策推進ガイダンス」（国土交通省都市局、H26年3月）に反映

主要な液状化の対策工法の特徴と課題
国総研では、東日本大震災の被災宅地の液状化対策工法の選定と、
液状化対策の効果予測のためのツール開発を実施。

既存宅地 適用 能 効果が期待 きる 法が 絞り込まれた

地下水位低下工法 格子状地中壁工法

既存宅地に適用可能で効果が期待できる工法が、２つに絞り込まれた。

地下水位低下工法 格子状地中壁工法

・工事は、公共施設（道
路）の区域だけで可能。

・粘土層の圧密沈下の心配
がない。

特長
路）の区域だけで可能。
・自然流下による場合は、
メンテナンスコストも少な

がない。
・メンテナンスコストがかから
ない。

い。

・下部の粘土層が厚いと ・工事が大がかり。

課題

圧密沈下の副作用がある。・戸建て住宅地での実績が
ない。（大区画の格子）
技術的課題がある

24

・技術的課題がある。
（コスト、施工機械の小型化）

24

４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開

< 4 - 6 >



被災宅地の液状化対策工法の確立
地 水位低 法（地下水位低下工法）

地下水位低下工法は、住宅地
の道路部分に地下水を浸透・流
下させる管路などを埋め込み下させる管路などを埋め込み、
地下水位を下げて地盤面下数
メートルを非液状化層にする工

地下⽔位

メ トルを非液状化層にする工
法。

・地下水位低下工法は、わずかな地下水位低下でも大きな液
状化抑制効果が得られる場合がある。

・しかし、「下部粘土層の圧密沈下」の副作用がある。

・何メートル下げれば有効か？
・圧密沈下は どの程度か？

この計算をする簡易
計算シ トを開発圧密沈下は、どの程度か？ 計算シートを開発

25

液状化危険度：エクセルシートの計算例（現状）

現状の地下
⽔位１ｍ

液状化によ
る沈下量⽔位１ｍ る沈下量
１５ｃｍ

液状化判定
結果結果

26

圧密沈下量
液状化対策効果の計算例（地下水位低下工法）

圧密沈下量
２ｃｍ

低下後地下水
位

液状化によ
る沈下量

位2.5m
る沈下量
10ｃｍ

３ｍまで液
状化してい状化してい
ない

27
「液状化被災市街地における地下水位低下工法の検討･調査について（ガイダンス案）」（国土交
通省都市局、国総研、H25年1月）に反映

被災宅地の液状化対策工法の確立
（格子状地中壁工法）

格子状地中壁工法は セメントなどの改良材を地中で土と混合格子状地中壁工法は、セメントなどの改良材を地中で土と混合
撹拌してつくる改良体で壁をつくり、軟弱地盤を囲い込むことで、
地盤のせん断変形を抑止して、液状化を抑制する工法。地盤のせん断変形を抑止して、液状化を抑制する 法。

無改良地盤

地盤がせん断変形すると

液状化する

格子状改良地盤による液状化対策

せん断変形を抑止すると

液状化も抑止される

A A

地中壁

液状化層

A’

地震波

A’

地盤のせん断変形が大きい

地震による繰返しせん断応力

地盤のせん断変形が小さい

地震による繰返しせん断応力

過
剰

間

液状化

過
剰

間限界の水圧 限界の水圧

格⼦状地中壁のイメージ

時間

間
隙

水
圧

液状化

時間

間
隙

水
圧 液状化抑止

（Δu） （Δu）
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液状化対策効果の計算例（格子状地中壁工法）
地盤条件に応じて格子状地中壁工法の格子間隔をどのように設地盤条件に応じて格子状地中壁工法の格子間隔をどのように設

定すれば液状化対策の効果が期待できるか判定可能。
格子状地中壁工法の効果の簡易評価シート 液状化によC2_N05_L1 0

5 14×15 m2

10 m 1.5(標準) N/mm2

10 % 6

1 m

地震波 ( M 9 0 ) 地震波 b ( M 7 3 )

入力条件

液状化による沈下量Dcy値 (cm)

N値

液状化層厚

地盤 地中壁

改良間隔 (幅×奥行)

地下水位

強度

細粒分含有率Fc

無対策 宅地道路
液状化によ
る沈下量

無対策 対策後 無対策 対策後

地震波 a ( M = 9.0 )
地震波 b ( M = 7.3 )

地震波 a ( M = 9.0 ) 地震波 b ( M = 7.3 )

19.7 5 .7 22.8 14.2
a b

9.0 7.3

200 350想定地表加速度(gal)

地震波

マグニチュード

地震波 a ( M = 9.0 ) 地震波 a ( M = 9.0 )地震波 b ( M = 7.3 ) 地震波 b ( M = 7.3 )

計算位置計算位置

地中壁 地中壁

改良幅

格⼦間隔の
設定地震波 ( )

深度 土質 細粒分 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化 液状化
(m) 含有率 安全率 判定 安全率 判定 安全率 判定 安全率 判定

Fc(%) FL値 (赤) FL値 (赤) FL値 (赤) FL値 (赤)

0.5 表土
1.0 表土
1.5 砂質土 10.0 0.89 X 1.78 0.57 X 1.22
2.0 砂質土 10.0 0.76 X 1.62 0.49 X 1.10
2 5 砂質土 10 0 0 68 X 1 52 0 43 X 1 03

無対策 対策後 無対策 対策後

‐1 0 1

0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2 5

FL値

無対策

0.0 1.0 2.0 ‐1 0 1

0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2 5

FL値

対策後

0.0 1.0 2.0 ‐1 0 1

0.5 
1.0 
1.5 
2.0 
2 5

FL値

無対策
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4.5 砂質土 10.0 0.57 X 1.41 0.35 X 0.92 X
5.0 砂質土 10.0 0.56 X 1.35 0.34 X 0.87 X
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8.0 砂質土 10.0 0.54 X 0.88 X 0.32 X 0.55 X
8.5 砂質土 10.0 0.53 X 0.81 X 0.32 X 0.50 X
9.0 砂質土 10.0 0.53 X 0.73 X 0.32 X 0.46 X
9.5 砂質土 10.0 0.52 X 0.67 X 0.32 X 0.42 X
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していなしていない
「液状化被災市街地における格子状地中壁工法の検討･調査について（ガイダンス案）」（国土交
通省都市局、国総研、H25年4月）に反映 29

宅地の液状化マップの策定支援ソフトの開発

国総研では、宅地の液状化の危険度を表す「液状化マップ」づく
りを支援するため 各地方公共団体において蓄積されているボりを支援するため、各地方公共団体において蓄積されているボー
リングデータを活用して国の「宅地の液状化被害可能性判定に係
る技術指針」に準拠した液状化マップを容易に作成できるツールる技術指針」に準拠した液状化マップを容易に作成できるツ ル
開発を推進。年度内に公表予定。
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残された課題と今後の展望

➢津波避難シミュレータは、実際の避難行動の再現が目的ではなく、
避難阻害要因を抽出し 改善効果を検証するツールの1つ避難阻害要因を抽出し、改善効果を検証するツ ルの1つ。
→さらに、避難行動の再現性を高めていく。

➢防災拠点機能確保の計画手法は、防災対応に裏打ちされた津波
防災都市づくりの実践的な計画手法として確立。
→さらに 各地の取り組みの中でボトルネックとなる事象の検証方→さらに、各地の取り組みの中でボトルネックとなる事象の検証方
法等について精査。

➢宅地の液状化危険性予測から対策工法の効果予測までツール開
発はほぼ完了。
→今後 液状化マップの展開により 所要の予防的な液状化対策→今後、液状化マップの展開により、所要の予防的な液状化対策
の展開を支援。
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４）防災都市づくりのための研究開発の最新動向と今後の展開
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